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資 料
「世話付住宅」の世話契約
矢田尚子（訳）
訳者まえがき
本契約の雛形とは、ドイツ高齢者援護機構（KuratoriumDeutsche
Altershilfe（KDA））が2001年に『世話付高齢者住宅の模範契約及び質
の最低基準（BetreutesSeniorenwohnen－MustervertrageundQualitative
Mindeststandards．2001．）』で公表した「世話付住宅の使用賃貸借契約」、
「世話契約」の雛形及び「世話付高齢者住宅における質の最低基準」のう
ち、「世話契約」の雛形を訳したものである。
わが国では、介護が必要となった場合における在宅以外の高齢期の生活
の場として、特別養護老人ホームといった公共型の高齢者施設が不足して
いる。そのような状況の中、人々の注目を集め、急増しているのが、高齢
者専用賃貸住宅（以下、高専賃）という民間の高齢者向け住宅である。な
お、高専賃とは、入居者と事業者との間で賃貸借契約を交わすことで、入
居する高齢者向けの住まいであり、住居の提供がその基本にある。した
がって、必ずしも、高齢者向けに設備が整えられていたり、生活支援サー
ビスや介護サービス等が付帯しているわけでもない。それゆえ、生活支援
等のサービス提供契約については、必ずしも事業者と入居者との間で取り
交わされるものではない。しかし、人々の関心を集める高専賃の多くは、
生活支援等のサービスが付帯した住まいである。
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したがって、高専賃における居住の継続性を保障するためには、単に、
住宅そのものを確保し、安全な居住の維持・継続性を図るだけではなく、
同時に、その住まいで提供される生活支援等のサービスの質の確保及びそ
のサービスの維持・継続性をも配慮した総合的な居住の保障が求められる
こととなる。
しかしながら、総合的な居住の維持・継続性の保障という観点から、高
専賃の法的規制を眺めてみるならばいまだ不十分と思われる点も多い。か
ような状況の中、本年5月に高齢者住まい法の一部が改正されたことで、
行政上の規制が強化されることとなった。したがって、今後は、一定の質
を有するものでなれば、高専賃を含む概念である高円賃（高齢者円滑入居
賃貸住宅）として登録できなくなる。しかし、それでもサービス付高専賃
については、行政上の規制だけでは不十分であり、とりわけて契約上の規
制に関する一定の基準や方向性を示すことが必要ではないかと考える。
そこで、我が国の高専賃の契約上の規制を考える契機として、参考にな
るであろうドイツの世話付住宅における世話契約の雛形を資料として紹介
することとした。なお、法改正に伴い、高専賃のサービス契約にっいて
は、相次いで東京都版、さらには、高齢者専用賃貸住宅事業者協会版、日
本賃貸住宅管理協会版のモデル契約書が公表されており、ドイツの世話契
約の雛形と比較すると、非常に興味深いものとなっている。
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「世話付住宅」の世話契約
世話の提供者
所在地
及び
住宅の入居者として
氏／夫人／夫妻
との間
世話の提供者（1）は、
□社会法典第11章（介護保険法）に従った通常の融資のための介護金庫
との支給契約を自由に処理できる
□社会法典第5章（疾病保険法）に従った枠協定をすでに締結している。
1条一契約の対象
1項契約の対象は、次のような世話の給付である。
●個別相談、情報提供、サービス及び支援業務の仲介を含む基本パ
ケットは、毎月の総額払いと引き換えに提供される（2条）
●選択可能な「病気に際しての応急手当」の追加パケットは、毎月の
総額払いと引き換えに、病気の場合の給付を入居者に対して保障す
る（3条）
●追加の個別選択給付は、個々人の請求に応じて精算される（4条）
基本パケットの予約なしに世話契約を締結することは不可能であ
る。その他のあらゆる選択給付及び「病気に際しての応急手当」の
追加パケットは、自由に注文ができ、10条及び11条で合意した解
約告知期聞において、注文を取り消すこともできる。選択給付は、
（1）該当するものに×印をチェックしてください。
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他の提供者の場合にも適用される。
2項添付書類の1つである、この契約の構成要素たる居住施設の詳
細な世話計画は、給付の提供の基礎をなしている。世話計画の中で
は、詳細な給付範囲が定められている。
さらに、世話の提供者は、自らが保障するように、この計画の中で、
給付が持続的かつ信頼のおける形でもたらされることを説明してい
る。個別的には、世話契約は、次に挙げるものを含む。
●職員の資格に関する説明
●世話の提供を行う職員が施設内に常駐していることの説明
●世話活動が記録されているといった説明及びデータ保護の説明
●世話の質の保障のためにいかなる措置がとられているかの確定
●個々の一部給付の給付範囲の説明
3項この世話計画は、毎年、現況に適合させる。入居者は、その際、
関与することができる。世話の総額を引き上げることになる計画の変
更には、入居者の同意が必要である。
4項世話の提供者は、個別事例ごとに、その給付を公的及び私的な費
用負担者による費用償還のための法的条件に適合させる義務を負う。
2条一基本パケット
世話の提供者は、入居者の基本的な世話を保障する。基本的な世話は、居
住施設内にある相談室で行われる。基本的な世話は、入居者の希望によ
り、入居者の住居もしくは病院でも行うことができる。
基本的な世話は、次に挙げるものを含む。
●個別相談（1項）
●サービス給付提供の仲介（2項）
●入居者への情報提供（3項）
さらに、世話の提供者は、4項で挙げられている余暇及び社交の企画運営
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のための提供を行うことができる。
1項一相談
個別相談は、日々の生活管理の問題、支援の可能性及び住居状況に関
して提供がなされる。さらには、介護、世話、医療的な処置に役立っ
給付に関する費用償還のための申請についても援助がなされる。世話
の提供者は、法律相談及び広範囲に及ぶ社会福祉上の相談には乗らな
い。ただし、このような相談は、場合によっては、選択給付として提
供される。これらの相談は、入居者の同意により、家族もしくは他の
委託された者を通じてまた、照会されうるものである。
世話の提供者は、入居者に、他の費用負担者（社会扶助、疾病及び介
護保険等）による世話の費用（たとえば、緊急呼出センターヘの接続
費用）の償還見込みにつき、情報提供を行わなければならず、また、
場合によっては、費用償還の申請に際して、入居者の依頼をうけて能
動的に動かなければならない義務もある。
相談の場所及び時間は、世話計画の中で規定されている。
2項一サービス給付提供の仲介
世話の提供者は、必要があれば、日常を楽にするサービスあるいは組
織化された援助を仲介する。
仲介するのは、次に挙げるものである。
●日常の雑事の軽減に関する援助給付（洗濯、クリーニング、食事
サービス、買い物、同行、運転、手仕事サービス等）
●緊急、病気、要介護の場合における援助給付（外来の介護サービ
ス、治療に関する処置、緊急呼出サービスといったもの）
●社会福祉へのコンタクト
●介護ホームヘの引越しに際しての援助給付
●その他の給付（たとえば、散髪、足の手入れ）
世話の提供者とは、仲介の業務に関して定期的に連絡をとることがで
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きる。世話計画が詳細を規定している。
3項一入居者への情報提供
世話の提供者は、入居者にとって考慮の対象となるサービス給付及び
余暇の提供にっき、定期的に現在の一覧表の作成を行う。この一覧表
には、世話の提供者の給付のほか、他の提供者の提供しているものも
含まれる。このため、世話の提供者は、地域で提供されているサービ
ス等についての情報も収集する。世話の提供者は、掲示及びその他の
公示形式を通じて、これらの情報が入居者にも自由に入手できるよう
に配慮する。
世話の提供者は、入居者の興味をそそる社会福祉上の給付，（たとえ
ば、住宅手当、社会扶助、介護及び疾病保険給付）に関する情報を提
供する。さらに、世話の提供者は、緊急呼出システムヘの接続の可能
性につき情報を提供し、入居者が自家用の緊急呼出システムに接続し
た場合には、緊急呼出システムの操作を指示する。
詳細については、世話計画が規定する。
4項一余暇及び社交の企画運営
世話の提供者は、居住施設内での社会的な生活の促進のために、余暇
の利用及び社交のために提供する給付を通じて、入居者の社会的な交
流を支援することができる。より詳細な規定は、世話計画の中で定め
られている。方法と規模は、居住施設内の需要に従って定められる。
調整は、世話計画の毎年の改訂に関連して行われる。
3条一選択可能な追加パケット
病気の際の応急手当、入院の際及び入院後の援助及び介護ホーム探
しの援助
世話の提供者は、施設の入居者に対し、基本パケットに加えて、次のよう
な個別給付による入院時及び入院後の積極的な援助に関する追加パケット
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を更なる追加料金の発生なしに、目下、月額ドイツマルク二月
額ユーロの一括価格で提供する。
この追加パケットは、こうした世話契約の開始時、あるいは、その後の時
期のいずれかに入居者により注文することができる。
1項一住居内での病気際しての給付
入居者は、病気に際し、四半期で最大日数3日の範囲内で、次のよう
な給付を請求する権利がある。
●身体上の基本的な世話の援助（清拭（清拭、櫛ですくこと、ひげそ
り、服を着せること等）
●食事の準備、買い物、薬の手配、花の世話、洗濯、郵便物の送付、
受け取りというような基本的な世話の援助
●一次的援助措置、医者及び家族に対する報告、病院への移送及び移
行の体制づくり（カバンに荷造りすること等を含む）
病気のために、四半期で3日を超える給付が必要な場合には、世話の
提供者は、原則として前述の給付を追加報酬と引き換えに、選択給付
として提供する用意がある。
2項一入院に際しての給付
入院の際及び入院後に、入居者は、次のような給付を請求する権利が
ある。
●入院中は、（無制限に）患者の家事における必要な処理を引き受け
てもらえる（花の水やり、冷蔵庫の掃除、郵便物を取ってきたり、
持っていくこと等）。
●世話の提供者は、必要な場合には、病院の社会的サービスと協力し
て、病院から自宅への移送を組織し、それに従って、実際の援助を
与える。
●入居者がそれぞれの自宅に戻った後、必要な場合には、同様に、最
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初の3日間、1項で挙げた範囲内で、援助を追加的に請求すること
ができる。
これらの援助に対する請求権は、一般的な入院に対しては、四半期に
1度である。こうした請求権は、入居者が四半期に、すでに3日間、
1項で挙げた条件に従い、病気の場合における自宅での援助を請求し
たときも同様である。
しかるべき援助の必要性が、上述の期問を超えて存在する場合には、
世話の提供者は、原則として、選択給付として、追加報酬と引き換え
に、上述の給付を行う用意がある。
3項一介護ホームヘの引越しにあたっての給付
世話の提供者は、適切な介護ホームを探す希望を有する入居者を支援
する。世話の提供者は、入居者の考慮の対象となっているホームの見
学に同行し、契約締結に際しては、入居者に助言し、介護ホームヘの
引っ越しの計画準備を行う。入居者が、もはや自力では協力できない
場合には、これら給付は、家族あるいは担当の世話人とともに協力し
て行われる。
4条一個別の選択的な給付
世話の提供者は、基本パケット及び追加パケットと並んで、自己の管理で
さらに個別に請求することのできるサービス給付を提供する。
選択給付の提供は、目下、次に挙げたものを含む。
1項一家事援助／食事の世話
□部屋の手入れ
□窓の掃除
□住居の基本的な掃除
□花の手入れ
□洗濯の介助（洗濯、アイロンがけ、裁縫）
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□住居への食事の配達
ロビュッフェスタイルの朝食／食堂での朝食（あるいは、食堂に匹敵
しうる音β屋（2））
□食堂での昼食（あるいは、食堂に匹敵しうる部屋）
□食堂での夕食（あるいは、食堂に匹敵しうる部屋）
2項一緊急呼出センターへの接続
世話計画の中で、緊急呼出しに際し、何が行われるのか、また、緊急
呼出しの場合に誰が動くのかが規定されている。その連絡は24時間
以内に行われるものである。
3項一介護的な援助
世話の提供者は、病気及び介護の場合において、次の援助を行う。
□3条1項と同様の基本的介護及び
□医師の指示に従った治療介護（たとえば、湿布、点眼、注射、包
帯をすること）
介護的な援助は、24時間の間隔以内で全面的に保障されうるもので
ある。
4項一わずかな技術的サービス（3）
世話の提供者は、施設の入居者に、わずかな技術的サービスの給付を
入居者の住居で、目下1時間につきドイツマルク／
ユーロで提供する。
わずかな技術的なサービスとしては、家具調度品やカーテンを設置し
たり、吊るしたり、外すこと及び、配達に際して住居内に重い荷物、
家具などを運び入れること、あるいは、家の入口や駐車場まで搬出す
ること、同様に、多くの時間、工具の使用を伴わずに処理できる電球
の交換、その他入居者の家財道具のわずかな修理も含む。
（2）（2）で記載された給付は、多数の入居者がこの給付を請求する場合にのみ、保障され
るものである。詳細は、世話計画で規定する。
（3）使用賃貸借契約において規定されていない範囲にかぎる。
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大規模な組み立て作業、美的な修理などの実行は、もはやわずかな技
術的サービスの範囲に属しない。しかし、原則として、世話の提供者
は、このような作業の取りまとめの手助けをすることの用意のあるこ
とを表明している。
5項一その他
□□
□
□
世話の提供者は、選択給付の提供を需要及び市況に合わせることがで
きる。この際、世話の提供者は、入居者の需要を考慮する。
入居者は、選択給付を他の提供者にも請求することができる。
選択給付は、いつでも請求することができ、かつ、解約告知期間（11
条）に応じて、再度、注文を取り消すことができる。選択給付は、別
個に算定される。
さらなる詳細については、世話計画が規定する。
5条一職員の配備
世話の提供者は、世話にあたって職員の連続性を保証することに努める。
配備した職員は、経営上の理由から交替させることができる。入居者に
は、特定の職員による世話を請求する権利はない。
6条一報酬
1項基本パケットに関する報酬総額は、月額1人につき、
ドイツマルク、文字で示せば
ユーロ、文字で示せばである。
2項「病気の際の応急手当」の追加パケットに関する報酬総額は、月
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額1人につき、
ドイツマルク、文字で示せば
ユーロ、文字で示せばである。
3項住居内で、2名もしくは数名の者が世話を受ける場合、各人は、
完全な基本的給付を請求する権利を有する。2人目からは、基本パ
ケットの価格がそれぞれ半額となる。このような割引は、「病気の際
の応急手当」の追加パケットには適用しない。
4項基本パケット及び追加パケットの総額は、次のように変更するこ
とができる。
年1月1日現在に対する総生活費が、連邦統計局によって決定さ
れた物価指数から、将来、その都度、5ポイント分以上の上昇もしく
は低下をする場合には、契約当事者間において、報酬の新たな取り決
めについての交渉が行われる。契約当事者間で、新たな取り決めにっ
いての意見の一致をみない場合には、当該地域の相場の報酬で取り決
められたものとみなされる。
5項さらに、世話計画の変更の際、価格変更が可能であるが、価格変
更には、入居者の明確な同意が必要である。
6項選択給付に関しては、その都度の利用に際して有効な価格が添付
書類の価格リストに従って適用される。
従来の計算根拠が変更された場合及び報酬の引き上げが妥当な場合に
は、選択給付の値上げは年に1度可能である。値上げは、少なくとも
1か月前には予告される。入居者は、毎月、その都度、利用した前月
の選択給付に関する一覧を受け取る。
7項総額払いは、毎月、第三平日までに、予め費用のかからない形
で、以下で示された世話の提供者の口座に振り込まれる。
前月に請求された選択給付の支払いは、その都度、精算後1週問以内
に口座に振り込まれる。
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銀行名：
銀行コード番号：
口座：
8項提供された給付に関して第三者より世話の提供者に費用が支払わ
れる限り、入居者によって支払われるべき報酬は、償還給付の程度分
だけ差し引かなければならない。
7条一不完全な給付にあたっての減額
入居者は、不完全な給付の場合には、取り決められた給付に関する支払い
を減額する権利がある。入居者が給付を受領する気になっているにもかか
わらず、一時的な給付が行われない場合には、世話契約の解約告知がなく
ても支払義務はない。世話の提供者は、依然として、規定に従って給付を
提供し、履行する義務を負っている。
8条一給付の抑制
世話の提供者には、入居者の支払いの遅滞を理由に、給付抑制をする権利
はない。11条に基づいた解約の権利については言及しない。
9条一注文した給付の受領拒絶
入居者が一時的に基本給付あるいは入居者が選択した「病気の際の応急手
当」の追加パケットを、10条に従った契約に応じた解約告知をすること
なく、受領しない場合（たとえば、不在、あるいはその他の支障、疾病な
どの理由）、入居者はこれに対し、取り決められた総額支払義務がある。
入居者が、11条に則った手順で解約をせず、注文した選択給付を受領し
ないときには、世話の提供者の報酬請求権は、入居者が解約告知しないこ
とにっき、いかなる責任も負うことのない場合（たとえば、突然の重い病
気の場合）にのみ発生しない。しかし、この場合でも、世話の提供者は、
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その費用の代償を要求することができる。この費用は、適当な形でまとめ
ることができる。もっとも、入居者には、実費の方が安いことを証明する
ことを許されている。
10条一契約の有効期間及び終了
1項世話契約は、早くとも入居から開始する。
2項世話契約は、12か月の期間の予定で締結される。世話契約が、
次に可能な12カ月の満了時に解約されなかった場合には、世話契約
がその都度、さらに12カ月だけ延長する。
3項解約告知期間というのは、入居者にとっては1か月、世話の提供
者にとっては、6カ月である。
4項使用賃貸借関係の終了、退去、あるいは、入居者の死亡の場合に
は、世話契約は、入居者にとって特別な解約告知の必要なく、自動的
に終了する。変更は、世話の提供者に遅滞なく報告しなければならな
い0
5項数名の入居者が、住居の契約当事者である場合、その契約は、11
条4項の場合において、残された者たちの間で継続する。取り決めら
れた報酬は、翌月の1日から、減額した世話給付に適合される。
11条一一部解約及び即時解約
1項ス居者の一部鰯約：
入居者は、個々の給付を次のように解約できる。
注文された選択給付は、入居者により、それぞれ14日の期限でもっ
て解約することができる。一時的な不在（外出許可、療養）の場合に
は、選択給付は、一時的に注文を取り消すことができる。
「病気の際の応急手当て」の追加パケットは、入居者によって、1年
の期間の満了時に限り、10条に従って、1カ月の解約告知期問で解
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約することができる。
2項置話の提供着：の一部解約：
世話の提供者は、個々の給付を次のように解約できる。基本及び追加
パケットの個々の構成要素は、世話計画（1条3項）の年間を通じて
の活動の枠内でのみ取りやめることができる。
世話の提供者による個々の選択給付の解約は、6カ月の解約告知期問
で可能である。
3項入居者の母1聯約：
世話の提供者が、その給付を提供しない、あるいは、全面的に提供し
ない場合には、入居者は、契約全体を即時解約することができる。同
様に、12条に基づく世話の提供者の変更の場合には、入居者は、即
時解約を通告できる。
4項世話の提供者の即聯約：
世話の提供者は、入居者が基本的給付に対し、総額4カ月以上の支払
いを滞らせている場合にのみ、契約全体を即時解約できる。
解約は、世話の提供者が前もって、公的あるいは担当の私的な費用負
担者に、この費用の引き受けを義務付けようと試みたものの無駄で
あった場合にのみ有効である。また、世話の提供者が入居者に2度文
書で、その都度4週間以内の期間にて、支払いを要求した場合及び、
世話の提供者が、入居者に対して催告の際、即時解約の可能性を指示
した場合にも同様である。
5項新たな契酌締縦上の義務：
当該入居者が、すべての延滞金を支払った場合、あるいは、公的もし
くは私的な費用負担者が、延滞金の支払い及び将来の総額支払義務を
負う場合には、世話の提供者は、支払いの遅滞を理由とした解約後、
入居者に新たな契約締結の提案をしなければならない。
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12条一世話の提供者の交替
世話の提供者は、世話を提供する企業があらゆる義務を負い、かっ、交替
時点の前にすでに発生していた責任をも負う場合には、別の適格な世話を
提供する企業に契約全体を移す権限を有する。入居者のための世話が中断
することなく、保証されていることが確保されなければならない。11条
3項に従った解約に関する入居者の権利には言及しない。
13条一責任
世話の提供者は、損害を引き起こした行為が世話活動の際になされた限り
で、第三者に対する責任から入居者を免除する。
14条一データ保護と守秘義務の免除
世話の提供者及びその職員は、世話活動の遂行の際に、彼らが知り得たあ
らゆる個人情報を秘密に取り扱い、かつ、悪用から守る義務を負ってい
る。世話の提供者らが、守秘義務を免除されるのは次の場合である。
1号緊急の場合
2号彼らが世話をされる者の依頼で、第三者に対して能動的に動く場
合3号守秘義務を免除されることが、世話の提供者のサービスの内部調
整（たとえば、介護職員、家事担当職員と、相談及び仲介に対す
る権限を持つ人との間）にとって、不可欠な場合
入居者は、守秘義務からの免除を3号で挙げた場合において、いっでも制
限を加えることができる。
入居者は、世話活動の目的で、入居者の個人情報が収集、利用、処理され、
そして、必要な限りで、緊急呼出機関、並びに治療する医師に伝達がなさ
れるということに同意表明する。部外者及び使用賃貸人への伝達は行われ
ない。
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入居者は、いざというときのために、自らを治療するあらゆる医師に対し
ては、世話を提供する企業及び当該職員に対する守秘義務を免除する。か
ような免除は、医師の判断に従って、情報がなければ世話を受ける者の事
情に合わせた人間的な世話が疑わしい場合にのみ適用する。
この他のすべての場合においては、入居者のはっきりと表明した同意が必
要である。
場所、日付
世話の提供者
入居者
添付書類：
居住施設の世話計画
選択給付の価格リスト
基本パケット及び追加パケットの算出根拠
（本学法学部専任講師）
